
平成２１年度九州ブロックにおけるリユース・リサイクル促進による地域循環圏の構築に関する調査

「九州における広域リサイクルに関連する調査」
ー報告書（案）概要ー

第３回地域循環圏に関する九州会議

日時：平成22年3月16日 13：30～17：00
会場：都久志会館 ４階４０１

環境省九州地方環境事務所
経済産業省九州経済産業局

資料７

調査委託先：



2

本調査の目的と実施方法

１.九州地域において県域を越えるレベルでリサイクルを

行うことが効果的であると考えられる循環資源を検討。
調査対象品目＝（第１回地域循環圏に関する九州会議のご意見）

＋（リサイクル・処理困難物の先行研究）

－（一般廃棄物広域認定・再生利用認定状況）

【調査対象品目】
焼却灰・焼却飛灰・溶融スラグ・溶融メタル・溶融飛灰

入れ歯・自転車・衣類・乾電池（１次電池）・蛍光灯

２.これらの循環資源に関して、

全国及び九州地域の発生量を把握（5品目程度）。

３.ヒアリング等を通じて、輸送、中間処理、再生処理など
ブロックレベルでの効率的な循環方策を検討。
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アンケート実施方法・設問構成

【実施期間】 平成21年11月2日～13日

【発送数】 247件（九州地域の全市町村）

【発送方法】 郵送

【回収方法】 FAXによる回収

【回収数】 135件

【捕捉自治体】 153件（事務組合による複数行政区処理）

【捕捉率】 61.9％

①再資源化状況
②資源化委託先
③資源化の単価
④発生量・資源化量

⑤今後のご意向
1. 積極的に検討
2. 検討したい
3. 条件次第で検討
4. 検討せず

5. 分からない

⑥再資源化をする上での課題【複数回答】
1. 回収が困難である＇危険性・感染性など（
2. 市町村内に受入可能な事業者がない
3. 市町村外で受入可能な事業者の情報がない
4. 再資源化より埋立処分が安価である
5. その他

Yes

No

【設問構成】



アンケート結果概要
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再資源化の状況

(n=135)
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溶融スラグ
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入れ歯

自転車

衣類

乾電池（１次電池）

蛍光灯

無回答

保有設備による左右されるため、
データの精査が必要

半数以上の市町村が
既に再資源化を実施
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再資源化の状況（補正後）
(n=135)
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

焼却灰

焼却飛灰

溶融スラグ
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溶融飛灰

入れ歯

自転車

衣類
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無回答

【補正方法】
環境省「一般廃棄物処理実態調査結果（平成18年度）」の施設整備状況よ
り、九州地域の焼却炉・溶融炉・灰溶融施設保有する自治体数を分母に取
り、割合を再計算
【考察】
溶融施設からの再資源化は、九州地域においては非常に進んでいる。
（参考）全国の溶融施設に対する調査によれば、

溶融飛灰の山元還元は25％
[肴倉宏史・大迫政浩他(2009)｢溶融飛灰・溶融メタルの処理・処分と資源化の現状に関する調
査｣『都市清掃』第62巻第288号]



7

対象品目
再資源化実施

自治体割合※１
潜在的再資源化ニーズ

自治体割合※２
課題　第１位

※３

焼却灰 11% 25%
再資源化より埋立処分が安価である

（31％）

焼却飛灰 11% 25%
再資源化より埋立処分が安価である

（32％）

溶融スラグ 97% 21%
市町村内に受入可能な事業者がない

（27％）

溶融メタル 80% 17%
市町村内に受入可能な事業者がない

（22％）

溶融飛灰 57% 22%
市町村内に受入可能な事業者がない

（28％）

自転車 63% 42%
市町村内に受入可能な事業者がない

（27％）

衣類　 49% 38%
市町村内に受入可能な事業者がない

（29％）

乾電池（１次電池） 65% 45%
市町村内に受入可能な事業者がない

（30％）

蛍光灯 67% 45%
市町村内に受入可能な事業者がない

（33％）

入れ歯 4% 21%
回収が困難である

（29％）

再資源化実施状況と今後の意向・課題

• ４つのカテゴリーに分類ができる

※１ 九州地域の焼却炉・溶融炉・溶融施設保有する自治体数を分母に補正後の割合

※２ 今後の意向で「積極的に検討」「検討したい」「条件次第で検討」と回答した合計割合

※３ 課題第１位は「その他」を除く

再資源化実施：少
潜在的再資源化ニーズ：少

+コストの問題

再資源化実施：多
潜在的再資源化ニーズ：少

+保有施設の影響

再資源化実施：多
潜在的再資源化ニーズ：多
→最も再資源化の余地がある

再資源化実施：少
潜在的再資源化ニーズ：少

+回収の問題
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32.4%

30.6%
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6.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

焼却飛灰＇第1位（

焼却灰＇第1位（

乾電池＇一次電池（＇第2位（

溶融飛灰＇第3位（

溶融スラグ＇第3位（

蛍光灯＇第2位（

溶融メタル＇第3位（

入れ歯＇第5位（

自転車＇第4位（

衣類＇第5位（

再資源化と埋立コストの市町村の意識

有価物

（再資源化コストが安価）

※＇ （の順位は再資源化未実施の市町村がその理由において、「再資源化より埋立処分の方が安価で
ある」と回答した順位

＇出所（アンケート調査結果より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

再資源化の未実施の理由において
再資源化より埋立処分の方が安価と回答した割合

処理費が必要
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最終処分コストとの比較
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処理及び維持管理費

処分場の建設・改良費

※平成8～16年度は田崎ら＇2007（による推計。
※平成19年度の処理及び維持管理費は田崎ら＇2007（の推計方法を用い人件費等の諸費用も考慮。
※処分場の建設・改良費は環境省「平成19年度一般廃棄物実態調査結果」のデータの制約があるため、平成19年
度の新設埋立容量を用いて代替し推計 [平成8～16年は(当期残余容量－前期残余容量（×0.8163+当期埋立量]

＇出所（田崎智宏、橋本征二、森口祐一＇2007（「一般廃棄物実態調査結果を用いた廃棄物処理活動別の費用推計」、
第18回廃棄物学会研究発表会を元に三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

日本全体における最終処分費の推移（円／トン）

• 処理及び維持管理費 1.7万円／トン

• 処分場の建設・改良費 4.7万円／トン

• 埋立終了後の管理費 ？万円／トン

認識容易なコスト
（フローのコスト）

認識困難なコスト
（ストックのコスト）

焼却飛灰・
溶融飛灰

（再資源化費用最大値
5.5万円／トン）
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最終処分コストとの比較

• 日本全体における最終処分費は6.4万円／トン

→全調査対象品目において、再資源化コスト＜埋立コスト

• ただし最終処分費は市町村によって異なる（公開データ
では推計困難）ため、各市町村でコスト計算が必要。

廃棄物ストックに関する最終処分単価＝
廃棄物ストックに関する費用

累積埋立処分量

＇出所（澤部咲余, 中山裕文ら＇2009（「廃棄物フローとストックに着目した一般廃棄物最終処分事業の環境会計に関
する研究」廃棄物資源循環学会研究発表会講演論文集, Vol. 20, pp.48-49 

委託料もしくは組合負担金
物品購入費
維持補修費

施設及び機器点検・補修費
浸出水処理施設運転管理費
水質検査等モニタリング費用

貯留構造物
遮水工
浸出水集排水施設
雨水集排水施設
地下水集排水施設
浸出水処理施設
埋立ガス処理施設
管理棟
管理道路
門扉、囲障設備（フェンス）
防災設備（防災調整池など）

廃
棄
物
ス
ト
ッ

ク
に
関
す
る
費
用

浸出水処理
事業に関す
る費用

減価償却費

物件費

施設建設費

人件費

＇参考（廃棄物ストックの計算方法



広域リサイクル推進に向けて

～焼却残渣を中心に～
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再資源化コストからの考察

調査対象品目は、以下の2通りに大別できる。

①中間処理残渣（焼却残渣）

焼却灰・焼却飛灰・溶融スラグ・溶融メタル・溶融飛灰

→再資源化コスト v.s. 埋立コスト

②家庭からの回収品目

入れ歯・自転車・衣類・乾電池（１次電池）・蛍光灯

→再資源化コスト v.s. （回収コスト＋）埋立コスト

• 埋立コストと再資源化コストに着目し、

恒常的に発生する焼却残渣について調査。
– 家庭からの回収品目については、

資料編で複数自治体から委託を受けている事業者を掲載し、

参考情報をご提供。
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九州における焼却残渣再資源化・最終処分費の傾向

※焼却残渣の再資源化率＝焼却残渣資源化量／＇焼却残渣埋立量+焼却残渣資源化量（
※最終処分費には人件費等は含まず。
＇出所（環境省＇2009（「平成１９年度一般廃棄物実態調査結果」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

九州における焼却残渣の再資源化率と
最終処分ランニングコスト

焼却残渣（焼却灰・焼却飛灰・溶融スラグ・溶融メタル・
溶融飛灰）の再資源化率においては、

• 日本全体と比較して九州全体では同程度。

• 県別では大分県が特出して再資源化率が高い。

→最終処分ランニングコストも高い。

Ａ
焼却残渣埋立量

（トン）

Ｂ
焼却残渣資源化

量
（トン）

Ｂ／（Ａ+Ｂ）×100
焼却残渣の再資源化率

(参考)
最終処分費

（ランニングコスト）
円／トン

日本全体 4,037,337 1,049,080 21% 5,001
九州全体 407,415 116,306 22% 4,810
福岡県 192,538 45,741 19% 4,381
佐賀県 18,211 9,182 34% 3,110
長崎県 41,796 12,557 23% 4,503
熊本県 62,444 2,223 3% 6,708
大分県 18,646 25,506 58% 8,940
宮崎県 36,480 5,624 13% 2,385
鹿児島県 37,300 15,473 29% 5,149
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年

焼却残渣再資源化と最終処分場残余年数の関係

※残余年数とは、新しい最終処分場が整備されず、当該年度の最終処分量により埋立が行われた場合
に、埋立処分が可能な期間＇年（であり、＇当該年度末の残余容量（÷＇当該年度の最終処分量÷埋立
ごみ比重0.8163（により算出する。[環境省＇2009（「平成１９年度版日本の廃棄物処理」]

＇出所（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

九州地域の最終処分場の残余年数

• 焼却残渣（焼却灰・焼却飛灰・溶融スラグ・

溶融メタル・溶融飛灰）を再資源化している市町村は、

未実施の市町村と比較すると、

最終処分場の残余年数が6.2年短い。
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焼却残渣再資源化市町村の最終処分場保有状況

＇出所（環境省「平成19年度一般廃棄物実態調査結果」並びにアンケート結果より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

焼却残渣の再資源化市町村の最終処分場保有状況

• 焼却残渣（焼却灰・焼却飛灰・溶融スラグ・

溶融メタル・溶融飛灰）の再資源化実施市町村のうち、
最終処分場を保有している市町村は68％、

保有していない市町村は32％である。

• つまり、再資源化の動機は異なる。

最終処分場保有
68%

最終処分場保有
していない

32%

処分方法策として
の再資源化

延命化策として
の再資源化
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焼却残渣再資源化の経緯・メリット・デメリット

＇出所（再資源化実施市町村への電話ヒアリングより三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

再資源化実施の経緯 メリット デメリット

最
終
処
分
場
保
有

・最終処分場の延命化のため
・再資源化が循環型社会形成推進
交付金の採択の条件であったか
ら。
・新しい焼却施設（溶融炉）や最
終処分場を導入するまでの経過措
置。
・飛灰の塩分により最終処分場の
配管がさびてきたため。

・最終処分場の延命化
・主灰・飛灰からの重金属の汚染
防止、排水処理コストの削減。
・飛灰を自前でキレート処理して
埋め立てるよりは再資源化の方が
安価。

･再資源化のコストが高い。
・全量の再資源化は予算的に困難
である。
・溶融スラグの再資源化先を見つ
けるのが困難。

最
終
処
分
場
未
保
有

・他の市町村への埋立委託が出来
なくなったため。
・最終処分場の新設が住民の反対
でできなかったため。

・他の市町村に埋立を委託するよ
りは同額程度、もしくは安価であ
る。
・最終処分場を新設することより
も安価。

･永続的に再資源化を事業者が実
施してくれるか丌安（長期契約の
覚書が必要）
・災害ゴミに対応できない。

最終処分場保有し、焼却残渣再資源化実施している
市町村の考察が広域リサイクルを検討する上で重要
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焼却残渣再資源化による最終処分場の延命化の効果

※最終処分場を保有しており、電話ヒアリングによって再資源化実施年度を把握できた市町村の中で、
分析データを得られた8市町村。

＇出所（再資源化実施市町村への電話ヒアリングならびに環境省「一般廃棄物実態調査結果」各年度版より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
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再資源化実施前 再資源化実施後

• 焼却残渣再資源化を実施することで

最終処分場の残余年数は約2倍に（15.7年から30.8年
へ）なっている。

焼却残渣再資源化による最終処分場の延命化の効果
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焼却残渣再資源化によるコスト試算の考え方

• LCC（ライフサイクルコスト）の考え方に援用し、

評価基準年を揃える必要がある。

再資源化による既存埋立場の延命化

既存埋立場 新規埋立場

0年 15年 30年

再資源化実施

再資源化未実施

≪コスト試算の考え方≫

埋立ランニングコスト

埋立ランニングコスト（→再資源化未実施よりも安価）
+再資源化ランニングコスト
+再資源化施設イニシャルコスト

埋立イニシャルコスト

※埋立ランニングコストには人件費等は考慮せず。
＇出所（再資源化実施市町村への電話ヒアリングならびに環境省「一般廃棄物実態調査結果」各年度版より

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

再資源化を
実施しなかった場合

再資源化実施 前提となる条件

合計人口（人）
最終処分場を保有し、電話ヒアリングに
よって再資源化実施年度を把握できた8市
町村データ

最終処分場残余年数
（年）

15 30
同上（平成19年度より再資源化を実施した
市町村複数有）

埋立量（トン/年） 64,236 27,387 同上
再資源化量（トン/年） 0 36,849 同上
埋立ランニングコスト単価
（円/トン）

7,079 3,772 同上

再資源化ランニングコスト
単価（円/トン）

0 27,064
アンケート調査の焼却残渣再資源費用・再
資源化量の加重平均値

966,413

焼却残渣再資源化による将来コスト試算に用いた基礎データ

埋立ランニングコスト
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焼却残渣再資源化による将来コスト試算結果

※「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」＇平成16年2月、国土交通省（に基づき、
社会的割引率を４％で計算

＇出所（再資源化実施市町村への電話ヒアリングならびに環境省「一般廃棄物実態調査結果」各年度版より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

最終処分場を保有し、電話ヒアリングによって再資源化実施年度を把握できた

8市町村を合算し、仮想自治体（100万人規模）で計算すると・・・

• ランニングコストは2.4倍必要（差額60億円）

• 30年後コスト総額は焼却残渣再資源化を実施することで

埋立するよりも171億円のコスト削減

となる試算結果となる。
※ただし中間処理施設・最終処分場のイニシャルコストは市町村によって

大きく異なり各自治体においてコストデータを把握し長期間保存することが肝要。

焼却残渣再資源化によるコスト試算結果
再資源化を

実施しなかった場合
再資源化実施 前提となる条件

再資源化イニシャルコスト
（億円）

0 21 焼却施設改修実費総額

30年後のランニングコスト
総額(億円)※

42 102
（埋立量×埋立ランニングコスト＋再資源
化量×再資源化ランニングコスト）×30

15年後に必要となる最終処
分場（残余年数15年）イニ
シャルコスト（億円）※

252 0

平成19年度の最終処分場イニシャルコスト
4.7万円/トンとし年間埋立量64,236トンを
15年間埋立可能な最終処分場を開発した時
のコスト推計値

コストの総額（億円） 294 123
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九州における主要な焼却残渣の再資源化業者

【凡例】

円グラフは

県別焼却残渣資源化率

三菱マテリアル㈱ 九州工場
＇福岡県京都郡苅田町（
焼却灰
不明

宇部興産㈱ 苅田工場
＇福岡県京都郡苅田町（
焼却灰
1万トン／年

太平洋セメント㈱ 大分工場
＇大分県津久見市（
焼却灰
4万トン／年

三池製錬㈱
＇福岡県大牟田市（
焼却飛灰・溶融飛灰
4万トン／年

光和精鉱㈱ 戸畑製造所
＇福岡県北九州市（
焼却飛灰、溶融飛灰
2万トン／年

事業者業名
＇所在（
受入可能焼却残渣
受入可能量

＇出所（アンケート結果、各社ヒアリングHP等より

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

山口エコテック㈱
＇山口県周南市（
焼却灰・焼却飛灰
5万トン／年

中央電気工業㈱
＇茨城県鹿嶋市（
焼却灰溶融
10万トン／年

≪管外事業者≫
鉄道・船舶輸送により
運賃の低コスト化

58%

19%

34%

23% 3%

13%

29% 全量再資源化することは、

再資源化事業者の受入能力から
困難と推察

Ａ
焼却残渣
埋立量

（トン）

Ｂ
焼却残渣
資源化量
（トン）

Ｃ
焼却残渣
資源化
可能量

（トン）

Ａ-Ｃ
焼却残渣
資源化量
丌足分
（トン）

Ｃ/Ｂ×100
九州分焼却
残渣資源化
稼働率

407,415 116,306 260,000 147,415 57%
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本調査結果・論点の整理

• 焼却残渣再資源化コスト＞埋立（ランニング）コスト

→再資源化の課題と認識され、再資源化が進まず。
一方で、他市町村から埋立処理の受入拒否や

埋立ランニングコストも増加しており、

現在のランニングコスト構造が続くとは限らない。

• イニシャルコストも含めたコスト総額においては、

最終処分場を保有していても、

焼却残渣再資源化コスト＜埋立コスト

という試算結果となった。
※イニシャルコストは各市町村で大差があることに加え、

現保有施設の状況によっても結果が異なる可能性。

• 現状では焼却残渣再資源化事業者の処理能力に余力はあ
るが、全量再資源化への対応は困難と推察される。
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焼却残渣の広域による再資源化に向けて

≪短期的な視点≫

→個別自治体で対応

– 事業者の立地を考慮すると、九州北部地域においては

再資源化の推進が有効な方策の一つと考えられる。

→イニシャルコストの把握が丌可欠

– 九州南部地域においては、溶融処理や九州地域外での

再資源化も合わせて必要な方策と考えられる。

→減容化・一時保管することで輸送コストの削減

≪中長期的な視点≫

→ 九州全域において再資源化能力丌足・コスト増への対応策を検討

– 最終処分場の新規確保がより困難となり、

焼却残渣再資源化におけるコスト増加が予測される。

→焼却灰の再資源化が困難、溶融処理による減容化への自助努力

– 有害物質管理の観点から焼却灰よりも焼却飛灰・溶融飛灰の

再資源化を優先すべきではないか。

→埋立終了後の排水処理コストの削減などの効果



ご清聴ありがとうございました。

質疑応答



【資料編】
品目別再資源化の現状と今後の意向・課題

＇注（
※次ページ以降の再資源化量・単価のグラフにおいて、一部事務
組合からの複数双方回答分・外れ値を除外してプロットしている。

※事業者毎の委託自治体数はアンケート結果から得られた情報
を提供するものであり、該当事業者の事業規模や適正処理を担
保するものではない。
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

-60,000 -50,000 -40,000 -30,000 -20,000 -10,000 0

再資源化処理単価＇円／トン（

資源化量＇トン（

再資源化の現状（焼却灰）カテゴリー①

最大処理費4.9万円／トン 最少処理費1.9万円／トン

最大処理量3,590トン

最少処理量130トン

• 再資源化実施：少、潜在的再資源化ニーズ：少

→再資源化の処理料金が課題。

複数の自治体から受入れている委託先 再資源化自治体数
太平洋セメント 8
山口エコテック 3
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再資源化の今後の意向と課題（焼却灰）

(n=97)積極的に検討 0.0%

検討したい 4.1%

条件次第で検討 20.6%

検討せず 37.1%

無回答 11.3%

分からない 26.8%

(n=97)

8.2%

25.5%

9.2%

30.6%

16.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約24.7％が検討
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再資源化の現状（焼却飛灰）カテゴリー①

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

-60,000 -50,000 -40,000 -30,000 -20,000 -10,000 0

再資源化処理単価＇円／トン（

資源化量＇トン（

最大処理費5.5万円／トン

最大処理量2,300トン

最少処理量68トン
最少処理費3.5万円／トン

• 再資源化実施：少、潜在的再資源化ニーズ：少

→再資源化の処理料金が課題。

複数の自治体から受入れている委託先 再資源化自治体数
三池製錬㈱ 4
山口エコテック 4
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再資源化の今後の意向と課題（焼却飛灰）
(n=102)積極的に検討 1.0%

検討したい 2.9%

条件次第で検討 21.6%

検討せず 35.3%

無回答 10.8%

分からない 28.4%

(n=102)

6.9%

26.5%

11.8%

32.4%

16.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約24.5％が検討
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再資源化の現状（溶融スラグ）カテゴリー②

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0 50 100 150 200 250 300 350

再資源化売却単価＇円／トン（

資源化量＇トン（

最大売却単価300円／トン

最少売却単価10円／トン

最大処理量7,434トン

最少処理量6トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：少

→関連施設を保有する自治体の大半は、再資源化。

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
JFE 5
エヌジェイ･エコサービス 4
NIPPO 3
三井造船 3
インフラテック㈱ 2
ヤマウ 2
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再資源化の今後の意向と課題（溶融スラグ）

(n=73)

11.0%

27.4%

11.0%

19.2%

21.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

(n=73)

条件次第で検討 17.8%

検討せず 34.2%

検討したい 1.4%積極的に検討 1.4%

無回答 15.1%

分からない 30.1%

再資源化していない自治体の
約20.6％が検討



31

0

100

200

300

400

500

600

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

再資源化売却単価＇円／キログラム（

資源化量＇トン（

再資源化の現状（溶融メタル）カテゴリー②

最大売却単価14万円／トン

最大処理量504トン
最小売却単価20円／トン

最少処理量2トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：少

→関連施設を保有する自治体の大半は、再資源化。

→保有する溶融炉の方式によって、溶融メタルの貴金属含
有量に大きな差がある

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
㈱エヌジェイエコサービス 4
星山商店（中間処理） 4
JFE 3
㈱筑紫環境保全センター（中間処理） 2
三井金属 2
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再資源化の今後の意向と課題（溶融メタル）

(n=86)

検討したい 2.3%
条件次第で検討 15.1%

検討せず 32.6%

積極的に検討 0.0%

無回答 26.7%

分からない 23.3%

(n=86)

11.6%

22.1%

8.1%

17.4%

19.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約17.4％が検討
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再資源化の現状（溶融飛灰）カテゴリー②

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

-60,000 -50,000 -40,000 -30,000 -20,000 -10,000 0

再資源化処理単価＇円／トン（

資源化量＇トン（

最大処理量2,207トン
最少処理単価3.9万円／トン

最少処理量26トン
最大処理単価5.5万円／トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：少

→関連施設を保有する自治体の大半は、再資源化。

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
三池製錬㈱ 10
宇部興産 4
山口エコテック㈱ 2
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再資源化の今後の意向と課題（溶融飛灰）

(n=83)

9.6%

27.7%

10.8%

20.5%

22.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

(n=83)積極的に検討 4.8%

検討したい 1.2%

条件次第で検討 15.7%

検討せず 36.1%

無回答 13.3%

分からない 28.9%

再資源化していない自治体の
約21.7％が検討
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再資源化の現状（自転車）カテゴリー③

0
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

再資源化売却単価＇円／トン（

資源化量＇トン（

最大売却単価3.3万円／トン

最少売却単価100円／トン

最大処理量406トン

最少処理量1トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：多

→受入可能な事業者情報の提供により、推進。

→最も可能性が高いカテゴリー
複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
石坂グループ 4
㈱丸山喜之助商店 3
(株）長崎ｽｸﾗｯﾌﾟセンター 3
㈱井上商店 2
㈱島田商会 2
㈲栄剛 2
地域の中間処理業者に委託 38



36

再資源化の今後の意向と課題（自転車）

(n=45)

8.9%

26.7%

13.3%

8.9%

35.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

(n=45)

積極的に検討 2.2%
検討したい 11.1%

条件次第で検討 28.9%

検討せず 20.0%

無回答 11.1%

分からない 26.7%

再資源化していない自治体の
約42.2％が検討
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再資源化の現状（衣類）カテゴリー③

0
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再資源化処理単価＇円／キログラム（　　再資源化売却単価＇円／キログラム（

資源化量＇キロ（

最大売却単価15円／キロ

最大処理費10円／キロ

最大処理量341トン

最少処理量1トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：多

→受入可能な事業者情報の提供により、推進。

→最も可能性が高いカテゴリー

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
石坂グループ 4
㈱寺松 3
㈲池内リサイクリング 2
㈱井上商店 2
日本ファイバー㈱ 2
株式会社九十九紙源センター壱岐営業所 2
㈱イワフチ 2
㈲常田商店 2
ひゅうがリサイクルセンター 2
県南リサイクル協同組合 2
㈱南 2
テツマン 2
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再資源化の今後の意向と課題（衣類）
(n=63)

積極的に検討 4.8%
検討したい 6.3%

条件次第で検討 27.0%

検討せず 28.6%

無回答 11.1%

分からない 22.2%

(n=63)

7.9%

28.6%

15.9%

6.3%

20.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約38.1％が検討
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再資源化処理単価＇円／キログラム（

資源化量＇キロ（

再資源化の現状（乾電池（一次電池））カテゴリー③

最大処理費142円／キロ
最少処理費70円／トン

最大処理量111トン

最少処理量1トン

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：多

→受入可能な事業者情報の提供により、推進。

→最も可能性が高いカテゴリー

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
㈱ジェイリライツ 29
野村興産㈱ 27
ダイワスチール 8
東邦亜鉛㈱ 7
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再資源化の今後の意向と課題（乾電池（一次電池））

(n=44)

13.6%

29.5%

15.9%

22.7%

9.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

(n=44)

積極的に検討 2.3%
検討したい 13.6%

条件次第で検討 29.5%

検討せず 22.7%

無回答 9.1%

分からない 22.7%

再資源化していない自治体の
約45.4％が検討
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再資源化の現状（蛍光灯）カテゴリー③
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再資源化処理単価＇円／キログラム（

資源化量＇キロ（

最大処理費241円／キロ

最大処理量197トン

最少処理費77円／キロ

• 再資源化実施：多、潜在的再資源化ニーズ：多

→受入可能な事業者情報の提供により、推進。

→最も可能性が高いカテゴリー

複数の自治体から受入れている委託先 委託自治体数
㈱ジェイリライツ 68
野村興産㈱ 7
㈱ヤシキ・トリニケンス 3
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再資源化の今後の意向と課題（蛍光灯）
(n=42)

積極的に検討 4.8%
検討したい 9.5%

条件次第で検討 31.0%

検討せず 23.8%

無回答 9.5%

分からない 21.4%

(n=42)

19.0%

33.3%

14.3%

19.0%

11.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約45.3％が検討
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再資源化の現状（入れ歯）カテゴリー④

アンケートでは7市町村が無償で譲渡。

≪NPO法人 日本入れ歯リサイクル協会の取組概要≫

http://ireba-recycle.com/

• 九州地域では21市町村、98ヶ所に回収ボックスを設置。

• 回収ボックスの設置に関しての費用負担は同法人が担う。

• 自治体には住民への広報を依頼。

• 回収した入れ歯は、貴金属を回収＇相田化学工業、アサヒプリテッ
ク、日本メディカルテクノロジー、フジ化学、横浜金属商事（

• 同法人では、自治体から回収した入れ歯のリサイクル収益
の40％ユニセフ、40％を回収自治体の福祉団体に寄付して
いる。

• 再資源化実施：少、潜在的再資源化ニーズ：少

→基本は無償で引渡し。回収が課題となっている。

http://ireba-recycle.com/
http://ireba-recycle.com/
http://ireba-recycle.com/
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再資源化の今後の意向と課題（入れ歯）
(n=119)

検討したい 4.2%

条件次第で検討 16.8%

検討せず 38.7%

積極的に検討 0.0%

無回答 10.9%

分からない 29.4%

(n=119)

29.4%

24.4%

18.5%

10.9%

14.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

回収が困難である

市町村内に受入可能な事業者がない

市町村外で受入可能な事業者の情報がない

再資源化より埋立処分が安価である

その他

再資源化していない自治体の
約21.0％が検討


